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尼崎市在宅高齢者等あんしん通報システム事業業務委託仕様書 

 

（事業概要） 

1 尼崎市在宅高齢者等あんしん通報システム事業業務委託（以下「委託事業」という。）は、ひと

り暮らしの高齢者等（以下「利用者」という。）が、在宅での事故等に緊急通報装置を用いて受

信センターに通報し、出動員の駆け付け等により当該利用者の救助対応等を行う。加えて、２４

時間対応の健康相談や定期的な安否確認等を通じて利用者の見守りを行い、日常生活の安心・安

全を確保する。 

 

（実施主体） 

2 実施主体は尼崎市（以下「市」という。）とし、市が本仕様書に定めた業務について事業者（以 

「受託者」という。）へ委託するものとする。 

 

（対象者） 

3 委託事業の対象者は市内に居住し、次の項目に該当するものとする。 

(1) ６５歳以上の高齢者単身世帯 

(2) ６５歳以上の高齢者及び障害者（身体障害者手帳１・２級又は療育手帳Ａを所持する障害

者）のみの世帯 

(3) ６５歳以上の虚弱な高齢者のみの世帯 

(4) 身体障害者手帳１級又は２級を所持する６５歳未満の障害者単身世帯 

(5) 身体障害者手帳１・２級又は療育手帳Ａを所持する６５歳未満の障害者複数世帯 

(6) その他上記に類する世帯として市長が認めた世帯 

 

（受託者の条件） 

4  受託者は、委託事業の安定・安全性を図るため、次の実績・体制を有するものとする。 

(1) 令和６年１月１日現在において、地方公共団体が実施する緊急通報事業に関し、近畿２府

４県内にある地方公共団体との契約実績があること。 

(2) 緊急通報装置の設置・撤去・故障等の対応を速やかに実施できる体制が構築されているこ

と。通報受信業務は本業務の主業務であるため、受信センターは自社で設置（再委託やコン

ソーシアムは一切認めない）し、オペレーターのうち、常時３名以上は看護師又は保健師

（以下「看護師等」という。）を２４時間３６５日体制で配置していること。また、看護師

等の資格を有していることを証明するものを書面にて市へ提示すること。 

(3) 定期的に研修等を行いオペレーターの資質向上に努めていること。 

(4) 現場駆け付けが必要になった時に駆け付ける出動員及び出動員が待機する設備を有してい

ること。 

(5) 個人情報を取り扱う事業者として、プライバシーマークを取得していること。 
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（業務内容等） 

5 受託者は次のとおり、高齢者等の緊急時又は健康相談に適切な対応を行うものとし、次の各号 

によるものとする。 

(1)  実施時間 

２４時間３６５日 

(2)  実施場所 

 尼崎市内全域 

(3)  年間延べ利用者数（見込） 

 固定電話型緊急通報装置利用者数    ５，５５６人  

携帯電話型緊急通報装置利用者数    ２，３７０人 

(4)  緊急通報装置について 

 委託事業で使用する装置の仕様については、次のとおりとする。 

①の固定電話型緊急通報装置が設置可能な利用者には①及び②を設置し、①の固定電話型

緊急通報装置が設置不可能な利用者には③を設置すること。 

① 固定電話型緊急通報装置 １台 

ハンズフリー会話機能、緊急ボタン、相談ボタンを搭載したもの。 

② ペンダント型無線式発信機ボタン １台 

手のひらに収まる程度の小型のもの。 

③ 携帯電話型緊急通報装置 １台 

携帯電話回線を利用した手のひら程度の小型のもので緊急ボタンを搭載したもの。 

④ ①の場合、停電時に対応できるバッテリーを内蔵したもの。 

(5)  緊急通報対応について 

① 緊急通報対応が２４時間３６５日行えるよう、直接対応する看護師等をオペレータ

ーとして常時３人以上配置すること。また、対応する看護師等が統一した対応を取

れるようマニュアルを作成し、市に提出すること。 

② 緊急通報を受信し、利用者の状況を確認の上、緊急事態であると判断した時は、応

急措置等の助言を行い、必要に応じて救急車出動を要請し、原則として３０分以内

に出動員を派遣させること。また、内容に応じて速やかに適切な処理を行うこと。 

③ 受信時に利用者の状況が確認できない時は、救急車出動を要請し、緊急連絡先への

状況聞き取りを行い、原則として３０分以内に出動員の派遣等を行うこと。また、

利用者の状況把握に努め、内容に応じて適切な処理を行うこと。 

④ 出動員については自社の出動員であること。また、市内に出動員の待機場所がある

こと。 

⑤ 受託者は、緊急通報装置設置時に利用者宅の鍵を利用者から預かること。鍵の保管に

ついては紛失等のないよう厳重に管理を行うこと。鍵の使用は通報受信時に出動し

た場合に限るものとし、利用者の鍵の紛失又は第三者からの依頼による鍵の開錠は

行わないこと。受託者は利用廃止時に原則として利用者へ鍵を返却することとし、や

むを得ない理由で返却できない場合は随時市へ報告すること。 
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⑥ 救急搬送があった時は、登録されている緊急連絡先がある場合は、その結果を緊急

連絡先に知らせること。 

⑦ 緊急対応後の利用者宅については室内に異常がないことを確認し、戸締りを行うこ

と。 

⑧ 通報の受信から救助対応等の一連の対応が終了するまでは、受託者が責任を持って

対応し、その記録を行うこと。 

(6)  相談対応について 

① 健康相談等に適切な対応が２４時間３６５日行えるよう、直接対応を行う看護師等

をオペレーターとして常時３人以上配置し、相談内容に合わせた対応ができるこ

と。なお、受信センターは緊急通報対応のセンターと同一であること。 

② 相談通報を受信した時は、その内容に応じて適切な助言等を行い、緊急性が高いと判

断した場合は、(5)の緊急通報対応と同様に緊急要請等の対応を行うこと。 

(7)  定期的な状況確認について 

① 受託者は、月に１回利用者全員に電話連絡し、日常生活・健康状態等を把握するこ

と。なお、電話連絡等を行う場合は、利用者の生活状況等を把握し、できるだけ確

実に利用者と連絡がとれるようにすること。 

② 上記①の方法で利用者と万が一連絡がとれなかった場合、登録されている緊急連絡

先に架電し利用者の状況確認を行うこと。 

③ 上記①②を実施してもなお、利用者の状況が確認できない場合は、市及び市が指定す

る者へ報告を行うとともに、市が指定する者と協力の上、状況把握に努めること。 

④ 上記①により判明した情報で、必要があると判断した場合は(5)の緊急通報対応と同

様に緊急要請等の対応を行うこと。 

(8)  保守通報対応について 

保守通報として、固定電話型又は携帯電話型緊急通報装置のバッテリー切れ通報、ペ

ンダント型緊急発信装置の電池切れ通報、定時通報の設定を行うこと。各種通報を受信

した場合、以下のとおり対応すること。 

① 固定電話型又は携帯電話型緊急通報装置のバッテリー切れ通報を受信した時は、利

用者へ連絡を行い、電源復旧の案内、通報テストの依頼等を行い、速やかに復旧措

置を行うこと。また、携帯電話型緊急通報装置については、バッテリー少残量の通

報を受信した時についても同様の対応を行うこと。 

② ペンダント型緊急発信装置の電池切れを受信した時は、利用者へ連絡を行い、電池

交換及び通報テストを行うこと。 

③ 定時通報として３０日に 1 回以上の頻度で機器からの自動発信の設定を行うこと。

また、定時通報が未受信の時は、利用者へ必ず連絡を行い、故障又は電源の復旧の

案内、通報テストの依頼等を行い、速やかに復旧措置を行うこと。 

④ 原因不明等、利用者に起因しない事由による誤報が確認された場合は、設置機器を

入れ替える等適切な対応を行うこと。 

(9) 工事業務等について 
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① 緊急通報装置の設置、撤去、保守点検、電池交換（以下「工事業務」という。）は

受託者が実施し、利用者の利便性、安全に配慮し、必要に応じ速やかに行うこと。 

② 工事業務の際には、利用者に対して、緊急通報システム及び通報装置等の使用説明

を十分に行うこと。 

③ 工事業務時に利用者宅訪問の際には、事前に連絡するものとし、利用者に不安、不

信感等を与えることなく対応すること。 

④ 工事業務について、市が認めた場合は、委託事業の一部を再委託することができ

る。なお、再委託する場合は、委託先、委託内容を市に届け出ること。 

(10) 回線について 

     固定電話型の緊急通報装置を設置する電話回線は、NTT アナログ回線を原則とするが、

利用者が NTT アナログ回線以外の回線を利用している場合は以下のとおり対応するものと

する。 

① 緊急通報装置取付けの際の通報テストにおいて、正常に通報ができない場合には、

受託者は設置を中止し市に報告すること。 

② 受託者は、緊急通報装置の利用者が NTT アナログ回線以外の通信回線を利用し、緊

急通報装置の利用者に損害、損失等が発生したとしても、その責めを負わない。 

(11)  機器の故障・紛失時の対応 

   利用者又は利用者の属する世帯員の過失による機器の故障又は紛失については、受託者 

 の負担において修理又は新しい機器の設置を行うこと。 

    ただし、利用者の故意による機器の故障又は紛失についての修理等に係る費用は、費用

負担が発生する部分においては利用者の負担とする。 

（12） 災害時の対応 

   地震等の災害時や停電時など、非常時においても自家発電装置等を使用し、受信対応でき 

る体制を整備すること。また、平常時と同様に緊急通報対応及び相談対応が行えるようにす 

ること。 

(13) 対応状況等の報告 

    緊急時対応状況等の報告については、当日又は翌開庁日に市及び市が指定する者へ文書に 

よる報告を行うこと。 

また、次に掲げる事項については、月次報告を翌月１０日までに行うこと。 

① 業務報告書（内訳：緊急通報、相談通報、保守通報、その他通報の状況を記載した

各個別データ一覧） 

② 継続、新規、廃止利用者一覧及び各月末日時点での装置設置台数  

（14） 装置の切換え等 

     前回受託者が再び受託した場合を除き、次のとおり対応するものとする。 

① 令和６年３月３１日までに装置が設置されている利用者に対しては、市が指定する

期日までに市及び前回受託者と協議を行い、受託者の所有管理する装置と交換でき

るように日程調整し、順次作業を行うこと。 

（令和５年１１月３０日現在設置数 ５８１件） 
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② 装置の切換えにあたっては、稼働時間に途切れが生じないよう、受託者が新装置を

設置する際に前回受託者の装置を撤去するものとする。 

③ 装置の切換え作業期間は、令和６年４月１日から履行開始後約６ケ月程度とする。 

④ その他、必要事項は市と受託者、前回受託者の三者で協議の上、決定する。 

 

（委託料及び支払い） 

6  委託料は利用者１件あたり１ケ月毎の単価契約とし、出勤や通報の件数に関わらず、税抜単価 

に各月末日現在における装置の設置数を乗じた額に消費税及び地方消費税を加算して得た額を当 

月分とする。委託料は、次のものを含める。なお、委託料は、月末締として、適法な請求を受けた 
日から３０日以内に支払うものとする。 

① 装置のリースにかかる費用 
② 受信センターの設置及び運営にかかる費用 
③ 装置の設置、撤去及び移設にかかる費用 
④ 装置の保守点検及び、故障、電池交換等にかかる費用 
⑤ 相談業務にかかる費用 
⑥ 出動員のかけつけ業務にかかる費用 
⑦ 定期的な安否確認業務にかかる費用 
 

（費用負担及び免責） 

7 受託者は、上記５の業務内容等に掲げるもののうち、次の①及び②に掲げる費用を負担し、③から⑤ 
までに掲げるものについては、その責めを負わないものとする。なお、受託者は、天災その他受託者の 
責めによらない事情のために委託事業を適切に履行できないときは、その事情が止むまでの間、委託事 
業の提供に関する契約上の義務を免れる。 

  ① 装置の設置、維持管理及び撤去に要する費用 
  ② 通報に係る通話料 
  ③ 利用者宅における救助活動により生じた、当該住居に係る破損等の損害 
  ④ 天変地異その他の不可抗力により利用者が被った損害 
  ⑤ 装置が正常に作動したにも関わらず、受託者の責めに帰すことのできない事由により通信が正

常に送信されなかったことで生じた損害 
 

（契約期間） 

8  契約期間は、令和６年４月１日から令和９年３月３１日までとし、委託契約は単年毎の随意契

約とする。ただし、契約期間途中であっても、本仕様書及び業務の実施に対し重大な違反又は

問題が生じた場合は、契約途中においても市からの通知で契約を解除する。 

 

（法令の遵守） 

9 受託者は、本件委託事業の遂行にあたり、関係法令を遵守し円滑なサービス提供及び業務運営

を図らなければならない。 
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（個人情報の取扱い） 
10 (1) 受託者は、プライバシーマークを保有しており、個人情報について適切な保護措置を講じる体

制を整備していること。また、受託者は、登録証等の写しを市に提出すること。 

  (2) この契約による個人情報の取り扱いについては、個人情報の保護に関する法律及び「個人情報・

データ取扱特記事項」を遵守すること。 

(3) 受託者による個人情報の漏洩等法令に抵触する行為により、委託者及び利用者等に対し損害を

発生させた場合は、受託者がその賠償をしなければならない。 

  (4) その他、個人情報保護・情報セキュリティに関して委託者が求めた場合は対応すること。 

 

（警備業法適用外） 

11 受託者が本業務を利用者へ履行するにあたり、警備業法第２条第１項１号及び第４号に定める次の

各号の行為は、含まないものとする。 

   ① 生命、身体に危険を及ぼすおそれのある安全と平穏に関する犯罪、事故その他の危険な事態の

発生を警戒し、またその身辺において警戒し、防止する行為 

   ② 財産に損害を及ぼすおそれのある安全と平穏に関する犯罪、事故その他の危険な事態の発生

を警戒し、防止する行為 

   

（その他） 
12 受託者は、業務の全部又は主たる業務を第三者に一括して委託し、又は請け負わせてはならない。 

ただし、あらかじめ市の承諾を得た時はこの限りではない。 

以上のほか、本書に定めのない事項について、疑義又は記載外の事態が生じた時は、協議して定める

ものとする。 

 

                                                                                   以 上 


